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法令及び定款に基づく 
インターネット開示事項 

 

 

 

第33期（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで） 
 

 

 

① 業務の適正を確保するための体制 

② 計算書類の個別注記表 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 「業務の適正を確保するための体制」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、

法令及び当社定款第13条第３項の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

に掲載することにより株主の皆様に提供しております。 
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業務の適正を確保するための体制 
 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正

を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 コンプライアンス体制を制定し、その内容を継続的に社内に周知徹底することにより、法令遵守

と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを徹底する。 

 代表取締役は、コンプライアンスに関する統括責任者としてコンプライアンス責任者を任命し、

管理部をコンプライアンス体制の構築・維持・整備の担当事務局とする。 

 監査役会及び内部統制室は連携し、コンプライアンス体制の実施状況、有効性等を調査し取締役

会に報告する。取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、体制の継続的な改善に努め

る。 

 また、「コンプライアンス及びリスクマネジメント体制」を制定し、重大クライシスリスクにつ

いては、直ちに管理部に報告し、対応について指導・支援を受ける。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る文書は管理部が保存、管理し、取締役及び監査役が必要に応じて閲覧

可能な状態を維持する。 

 監査役は、取締役の職務の執行に係る文書の保存及び管理について監査し、必要に応じて取締役

会に報告する。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 代表取締役はリスクに関する統括責任者としてリスク担当責任者を任命する。リスク管理の総括

部門は管理部とし、それぞれのリスクに応じて個別に責任部門を定める。 

 また、全社的なリスク管理推進に関わる課題の審議は、幹部会において行い管理部が総括管理を

する。 

 監査役及び内部統制室は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会に報告する。

取締役会は、定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は中期経営計画及び年度予算を策定し、策定した諸計画に基づく担当取締役の業務執行

が効率的に行われるよう、実施状況を監督する。 

 また、執行役員制の採用により、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離するとともに、

権限委譲を進め、意思決定の迅速化・監督機能の強化を図る。 



 

－  － 
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(5) 会社業務の適正を確保するための体制 

 財務報告については、金融商品取引法に基づき会計基準その他関連する諸法令を遵守、信頼性の

ある財務報告を重視し、グループの財務報告の適正性・適法性を確保するため、社内規定等必要か

つ適正な内部統制を整備、運用する。また、関係部門を中心に、当該部門統制の有効性を定期的に

検証し、その検証結果を必要に応じて改善・是正に関する提言とともに、取締役会に報告する等財

務報告の信頼性を維持・担保するための体制の整備を行う。 

 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、必要に応じて監査役の業務補助のためのス

タッフを置くこととし、その指名については取締役と監査役の協議によって決定する。 

 

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び使用人は会社に重要な損失を与える事項が発生又は発生するおそれがあるとき、ある

いは違法又は不正な行為を発見したときは、法令に従い直ちに監査役に報告する。 

 監査役は、重要な意思決定プロセスや業務執行状況を把握するため、取締役会・幹部会等の重要

会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締

役又は使用人に説明を求めることとする。 

 

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、内部統制室及び監査人と定期的に３者会議を開催し監査や内部統制に関する情報交換

を行い、また、必要に応じて相互に連携をとりあい、効果的な監査に努めることとする。 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

② デリバティブ 

時価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物 50年 

工具、器具及び備品 ２年～８年 

② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

③ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 



 

－  － 
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(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

 製品の保証期間中の費用の支出に備えるため、過年度の実績を基礎に将来の保証見込額を加

味して計上しております。 

 

(4) 収益の計上基準 

 サービス売上は、保守サービスの提供期間にわたる契約の履行に応じて収益認識しております。 

 

(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、特例処理の要件を充たしている金利スワップ

については特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は、以下のとおりであります。 

ヘッジ手段……………金利スワップ 

ヘッジ対象……………借入金の利息 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利の変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。 

 

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 173,285千円 

 

(2) 関係会社に対する金銭債務 

短期金銭債務 13,253千円 



 

－  － 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上原価 70,314千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末の 
株式数 

普 通 株 式 2,081,000株 －株 －株 2,081,000株

 

(2) 自己株式の数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末の 
株式数 

普 通 株 式 164,195株 －株 －株 164,195株

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当金の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成26年４月11日 
取締役会 

普通株式 19,168 利益剰余金 10.00 
平成26年 
２月28日 

平成26年 
５月７日 

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当金の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成27年４月10日 
取締役会 

普通株式 19,168 利益剰余金 10.00 
平成27年 
２月28日 

平成27年 
５月12日 



 

－  － 
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 （繰延税金資産）  

 製品保証引当金繰入額否認 8,155千円 

 保守売上前受収益否認額 4,814千円 

 未払費用 13,262千円 

 税務上の繰越欠損金 58,938千円 

 資産除去債務 1,531千円 

 その他償却超過額 503千円 

 繰延税金資産小計 87,205千円 

 評価性引当額 △ 87,205千円 

 繰延税金資産合計 －  

 （繰延税金負債）  

 資産除去債務に対応する除去費用 439千円 

 有価証券評価差額 965千円 

 繰延税金負債合計 1,405千円 

 繰延税金負債の純額 1,405千円 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、事業計画に基づき、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。また、一

時的な余裕資金は、安全性の高い金融商品で運用しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当社は、与

信管理規程に従い、営業債権について、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グするとともに、取引相手ごとに期日及び残高を管理することで、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。当社は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、金額が少ないためリ



 

－  － 
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スクは僅少であります。 

 借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としております。適時に資金繰

り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を維持することにより流動性リスクを管理して

おります。 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２．参

照） 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 1,560,657 1,560,657 －

(2) 受取手形 131,649 131,649 －

(3) 売掛金 615,213 615,213 －

(4) 投資有価証券 3,320 3,320 －

資 産 計 2,310,839 2,310,839 －

(1) 買掛金 230,461 230,461 －

(2) 未払金 41,964 41,964 －

(3) 未払法人税等 2,927 2,927 －

(4) 長期借入金 1,052,752 1,054,621 1,869

負 債 計 1,328,105 1,329,975 1,869

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 



 

－  － 
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(4) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(4) 長期借入金 

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。なお、変動金利による長期借入金は、金利ス

ワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合

計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定す

る方法によっております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 区分 貸借対照表計上額（千円） 

 関係会社株式（※１） 3,000

 非上場株式（※１） 48,000

 差入保証金（※２） 19,859

（※１）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(2) 金融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。 

（※２）賃貸借期間の延長可能な契約に係る差入保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もる

ことができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2) 金融商品の

時価等に関する事項」には含めておりません。 

 



 

－  － 
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３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 
 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

 現金及び預金 1,560,657 － － －

 受取手形 131,649 － － －

 売掛金 615,213 － － －

 有価証券  

 満期保有目的の債券  

 (1) 国債・地方債等 － － － －

 (2) 社債 － － － －

 (3) その他 － － － －

 合 計 2,307,519 － － －

 

４．借入金の決算日後の返済予定額 
 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

 長期借入金（※） 503,167 288,381 152,864 94,690 13,650

（※）１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

 関連当事者との取引については、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 536円04銭 

(2) １株当たり当期純利益 19円57銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 


